
東京大学オリジナル財務諸表の作成について（解説） 

 

  



 
東京大学では、□□□□ 年より独自の財務諸表を

作成し、統合報告書にて開示をしてきました。国
立大学法人会計基準に準拠した財務諸表（法定
開示書類）は企業会計ベースではあるものの、出
資者である国による会計上の自己評価を簡便に
することを目的としています。そのため、損益均
衡の概念や損益外処理など、様々な工夫が施さ
れています。損益均衡の概念は、計画通りに教育
研究活動が行われているかの確認を目的とし、
損益外処理は評価に不要な情報の排除を目的と
しています。 

しかし、これでは運営体から脱却し経営体を
目指す東京大学の成長や価値創造のプロセスを
十分に伝えられません。結果として、サポーター
のみなさまの意思決定に資することができない
と考えました。 
 そこで、オリジナル財務諸表は、以下の □ つ
の観点に基づき、国立大学法人会計基準に準拠
した財務諸表をコンバージョンにより作成して
います。 
 
1. 国際的に比較可能で、海外の資金提供者か

らも受け入れられやすい（＝分かりやすい）
財務諸表を目指すため、企業会計（IFRS）を
ベースにした国際公会計基準（IPSAS）の考
え方を導入していること 

2. 真の経営努力を表すため、事業を「役割」の
観点で「基盤部分（運営体）」と「機能拡張
部分（経営体）」の二つに分けて整理したこ
と 

3. 財務の持続可能性の担保のため、先行投資
財源を確保し、活用できる仕組みをバラン
スシート上で表現したこと 



 
今回は、□□□□ 事業年度の会計基準改訂で損益

均衡を図る資産見返負債の会計処理が廃止され
ましたので、それ以外に関連する以下の主要な処
理について、すべて複式簿記の仕訳を通じて修
正・組替を行いました。 

 
○ 固定資産の取得に伴う資本剰余金、長期繰

延補助金の当期増加額を債務勘定へ戻入 
○ 収益計上額を債務勘定へ戻入し、運営費交

付金、受託研究費等、寄付金、補助金、施設
費における収益計上額を当期受入額ベース
に修正（国大会計では、財源種別等によって
収益認識基準が異なるため） 

○ 寄付金債務に計上している金銭信託評価損
益・受取利息等を損益等へ組替 

○ 前期以前の受入に起因する前受債務勘定
（運営費交付金、受託研究費等、寄付金、補
助金、施設費）残高を利益剰余金に組替 

○ 科学研究費補助金（直接経費）の当期受入額
及び払出額の損益への組替（国大会計では、
預り金処理）、および科研費寄付財産にかか
る寄付金収益との相殺 

○ 政府出資財源による有価証券にかかる評価
替勘定の組替 

○ 減価償却相当累計額・減損損失相当累計額
の当期増加額の費用への組替 

○ 土地の処分取引にかかる除売却差額相当累
計額の当期変動額の損益への組替 
 

さらに国大会計では数値として見せてこなか
った以下の数値を反映させています。 

 
○ 事業用の土地の再評価差額金の試算による



追加計上（新たな用途での有効活用を検討するための時価評価。減損損失額も併せて修正計上） 
 

そして、東京大学の事業活動を「国の高等教育政策や科学技術政策を体現する役割」（基盤部分）と「変化する社会からの期待に応え、必要な知見や技術と、セク
ターを超えた協働や社会的起業の場を提供する役割」（機能拡張部分）の二つに区分し、財政状態計算書と財務業績計算書に整理し直しました。 

財政状態計算書は、期末日における大学の財政状態を明らかにする計算書です。国大会計では貸借対照表に対応します。財務業績計算書は □ 年間の大学の財務業
績を明らかにする計算書で、国大会計では損益計算書に対応します。 

 
なお、財政状態計算書において、東大基金のうち寄付者が目的を指定しない寄付については、「機能拡張部分」の活動の財産的基礎となるため、「非目的指定基金」

として利益剰余金（純資産）の中で区分表示をしています。こちらは、□□□□ 事業年度の改訂でエンダウメント型の財務モデルを可能にする大学運営基金として、寄
付金以外の一部の収益（資産運用益や不動産収益、産学連携収入等）とともに、資本剰余金（純資産）で整理することが可能になりました。 


